
医療 AIプラットフォーム技術研究組合 

不正防止計画 

 

 

序 章  

研究活動及び研究資金の適正使用のため以下の基本方針を制定しています。  

＊＊＊＊＊＊＊ 

基本方針  

近年、研究活動及び研究資金の使用について、ルールを遵守することが強く求められてお

ります。  

研究活動及び研究費を執行するにあたっては、誠実に業務を行い、効率的使用に努めなけ

ればなりません。  

また、研究活動に要する公的研究費は国民の税金が原資であることから、医療AIプラット

フォーム技術研究組合（以下、「組合」という。）は、研究活動及び研究費の適正な使用

について、社会に対して説明責任を果たすことができる体制を整備し、不正に対して、断

固たる姿勢で臨みます。  

組合は、研究活動及び研究費の不正をなくすため、次の方針により不正防止に取組みま

す。  

１．管理・運営に関わる者の責任と権限の体系を明確化し、組合内外に公表する。  

２．不正を誘発する要因を把握し、具体的な不正防止計画を策定することにより、実効的

な抑止機能を備えた管理・運営体制を整備する。  

３．不正防止計画を踏まえ、適正な予算執行を行う体制を整備する。  

４．研究費の管理・執行に関するルールを組合に浸透させ、組合内外からの情報が適切に

伝達される体制を整備する。  

５．不正発生させないために、実効性のあるモニタリング体制を整備する。  

＊＊＊＊＊＊＊ 

 

研究活動及び研究資金の適正な運用のため役職員が守るべき以下の行動規範を制定してい

ます。  

＊＊＊＊＊＊＊ 

行動規範  

１．組合役職員は、研究活動及び研究資金の適正使用のため、本行動規範を遵守するこ

と。  

２．関係法令、規程等を遵守し、国民の疑惑や不審を招くような行動を行わないこと。  

３．関係法令、規程等を遵守し、研究計画に沿った、遂行に努めること。  

４．研究活動及び研究資金に関する制度・ルール・事務処理手続きの不明点については、



相談窓口に相談すること。  

５．研究活動及び研究資金について、不正行為と思われる行為については、速やかに、通

報窓口に通報すること。  

６．研究活動及び研究資金の取り扱いに関する研修等に積極的に参加すること。  

７．その他、研究活動及び研究資金の管理については、組合の指示に従うこと。 

＊＊＊＊＊＊＊ 

 

 

第１章 責任体系の明確化  

１．責任体系について  

（１）最高管理責任者について  

最高管理責任者は、理事長とする。  

なお、最高管理責任者の役割、責任の所在・範囲と権限については、医療AIプラットフォ

ーム技術研究組合研究活動及び研究資金取扱規程（以下、「規程」という。）第３条のと

おり。 

 

（２）統括管理責任者について  

統括管理責任者は、専務理事とする。 

なお、統括管理責任者の役割、責任の所在・範囲と権限については、規程第４条のとお

り。  

（留意事項）  

・コンプライアンス教育には、主として下記の事項を盛り込む。  

① 不正防止対策の理解や意識を高めるための具体的な事項  

② 機関への影響、運用ルール・手続・告発等の制度などの遵守すべき事項  

③ 不正が発覚した場合の組合における処分、配分機関における申請等資格の制限、研

究費の返還等の措置 

④組合で行っている不正対策の内容  

 

・啓発活動とは、コンプライアンス教育の内容を踏まえて意識の向上と浸透を図ることを

目的とするものであり、実施にあたっては下記の事項を満たすよう留意する。  

①不正防止計画、内部監査の結果や、実際に発生した不正事案及び不正発生要因等に関

する検討と認識の共有を可能とするものであること  

②一斉メール、組合内の共有システムへ格納する等の手段により、全ての役職員へ伝わ

るよう、四半期に1回程度、定期的に実施すること  

 

（３）研究に係るコンプライアンス推進責任者について  



コンプライアンス推進責任者の役割、責任の所在・範囲と権限については、規程第５条の

とおり。 

 

 

（５）監事の役割について  

監事の役割、責任の所在・範囲と権限については、規程第６条のとおり。 

 

 

（６）研究費の不正防止に関する組合の責任体系図  

別紙１のとおり 

 

 

第２章 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備  

 

１．研究活動及び研究資金等に係る事務処理手続等に関するルールの周知  

２．に掲げる組合規程やマニュアル等について、下記のとおり周知を行う。  

（１）ルールの全体像を体系化し、ホームページに公表する等の方法により、研究活  

動及び研究資金等の運営・管理に関わる全ての役職員に分かりやすい形で周知する。ま

た、競争的研究資金等を財源とした謝金・旅費等の支給を受ける学生等に対しても、ルー

ルの周知を行う。  

（２）２．のルールについて、説明会を年１回以上実施し、ルールの理解度を把握  

する。理解度が十分でない場合は、説明会や研修会による啓蒙活動を強化する等  

の対策を講じる。  

（３）行動規範を組合内ファイル共有システム内に格納等することにより、その浸透に努

める。  

 

２．組合が遵守する関係法令、規程等について 

（１）組合が遵守する研究活動に関するガイドライン  

① 研究活動の不正行為への対応等に関するガイドライン 

（平成２６年８月２６日文部科学大臣決定）  

② 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン  

（平成２７年１月１６日厚生労働省大臣官房厚生科学課長決定）  

（平成２９年２月２３日科発第１号一部改正）  

③  人を対象とする医学系研究に関する倫理指針  

その他、研究の内容に応じ、必要な法令、指針等の内容を遵守する。  

 



 

（２）組合が遵守する科学研究費補助金のルール  

① 科研費ハンドブック２０２１年度版  

（令和３年１０月文部科学省研究振興局独立行政法人日本学術振興会）  

② 研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）  

（平成１９年２月１５日（令和３年２月１日改正）文部科学大臣決定）  

③ 科学技術・学術政策局、研究振興局及び研究開発局 委託契約事務処理要領  

（平成１９年２月制定（令和３年３月改正）  

文部科学省 科学技術・学術政策局、研究振興局、研究開発局） 

  

（４）組合が遵守する厚生労働科学研究費補助金のルール  

① 厚生労働科学研究費補助金等取扱規程  

（平成１０年４月９日厚生省告示第１３０号）  

（令和２年５月２９日厚生労働省告示第２２５号一部改正）  

② 厚生労働科学研究費補助金等取扱細則  

（平成１０年４月９日厚科第２５６号厚生科学課長決定）  

（令和２年８月７日科発０８０７第1号一部改正）  

③ 厚生労働科学研究費補助金等事務処理要領  

（平成２８年１１月２日厚生労働省大臣官房厚生科学課）  

（令和２年３月３１日科発０３３１第1号一部改正）  

④ 厚生労働科学研究費補助金等における事務委任について  

（平成１３年７月５日厚科第３３２号厚生科学課長決定）  

（平成２９年３月３１日 一部改正） 

⑤ 厚生労働科学研究費補助金等における間接経費の取扱いについて  

（平成１３年７月５日厚科第３３３号厚生科学課長決定）  

（令和２年６月３日一部改正）  

⑥ 厚生労働科学研究費補助金等により取得した財産の取扱いについて  

（平成１４年６月２８日厚科第０６２８００３号厚生科学課長決定）  

（令和２年１２月２１日一部改正）  

⑦ 研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）  

（平成２６年３月３１日厚生労働省大臣官房厚生科学課長決定）  

（最終改正：令和３年３月４日） 

 

（５）組合が遵守する日本医療研究開発機構研究費に関するルール  

① 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 委託研究開発契約事務処理説明書  

（２０２１年４月版）  



 

（６）組合が規定する研究費に関するルール  

研究費を執行するうえで、医療AIプラットフォーム技術研究組合の関連規程等を遵守す

る。  

 

（７）組合が遵守するその他ルール  

財団等から交付を受けた研究費については、交付元の助成マニュアル等を遵守する。その

他関係法令、規程等を遵守する。  

 

（８）告発等の取扱（通報窓口の設置）  

① 通報窓口は、事務局とする。  

② 通報窓口の場所は、以下のとおり。  

ア 住所：東京都江東区豊洲１－１－１  

イ 担当者：事務局長 

③ 通報窓口の連絡先は、以下のとおり  

電子メール：madoguchi@haip-cip.org  

④ 受付の方法等については、通報窓口への電子メールとする。 

 

 

第３章 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の見直し  

 

１．不正防止計画の実施状況の確認  

統括管理責任者及び不正防止推進室は、不正防止計画について、年１回程度、実施状況を

確認したうえで、不正を発生させる要因を把握し、その結果を最高管理責任者へ報告す

る。  

 

２．関係法令等との整合の確認  

（１）関係法令、規程等の制定、改正等が不正防止計画に影響があるかを下記につい 

て、年１回程度確認を行う。  

（２）研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）に基づく体

制整備等自己評価チェックリストの内容について、現状を確認して、見直し の必要性を

確認する。  

 

３．不正防止計画の見直し  

不正を発生させる要因が新たに把握され、不正防止計画を見直す必要がある場合は、不正

防止計画の見直しを行う。  



 

４．不正防止に向けた具体的な取り組み  

不正防止のため、下記の事項に取り組む。  

①コンプライアンス教育として、２章１（２）のとおり毎年説明会を実施する。対象は研

究に関わる全ての役職員とし、理解度の確認も実施する。  

②不正を行わないこと等を求める誓約書の提出を求める。  

③不正防止に係る啓発活動を年に一度程度の頻度で実施する。  

④研究者の直接発注を原則として禁止し、発注から支払いまで事務部門で取り扱う。  

＊金券、レターパック等の郵便商品及び試薬・解析等の発注手段がインターネットサイト

に限られるものを除く。  

⑤不正防止の為、取引業者からは誓約書の提出を求める。  

⑥検収はまず事務部門で実施し、その後現場担当者で実施し二重に行う。  

 

＊プログラム等実物の検収が困難なものについては、要求者による確認のほか、成果物のス

クリーンショット、データ入力の一部抜粋などで確認を行うこととする。 

⑦各部門にて日常的にモニタリングを行うとともに、発注時は発注依頼書の内容を確認の

上、購入個数、種類等に疑義があれば研究者に問い合わせを行う。  

⑧研究費取り扱い口座は組合にて一元管理する。  

⑨内部監査による指摘事項に適切に対応する。  

 

 

第４章 研究費の適正な運営・管理活動  

１．研究費執行状況の管理  

研究費は国民から負託された財源であり、研究に直接従事する者がそのことを常に意識

し、研究費の適正な執行に努める。また、効果的・効率的に執行し、社会に対して説明責

任を果たす。  

 

２．研究費執行状況の検証  

事務局においても、研究費の受け入れや、その執行状況について、継続的にモニタリングを

実施し、研究費の適切かつ効果的・効率的な執行を促す。また、執行が年度末に集中するこ

とがないよう、進捗が遅れている場合は、円滑に執行できるように働きかけを行い、場合に

よっては、繰越制度や不要額返還制度の適用のアドバイスを実施し、適切な研究費の執行に

努める。 

 

第５章 情報発信・共有化の推進  

相談受付窓口の設置  



・相談受付窓口は、事務局とする。  

・相談受付窓口の場所  

【住 所】東京都江東区豊洲１－１－１  

【担当者】事務局長  

・相談受付方法及び相談受付窓口の連絡先は、以下のとおり  

【電子メール】soudan@haip-cip.org 

 

第６章 モニタリングの実施  

不正防止計画を実効性のあるものとし、研究管理体制の継続的改善を図るため、第１章から

第５章までの様々な不正防止に係る計画について、それを監視していく仕組み、枠組みが必

要である。そのためには、内部監査部門による定期的な内部監査の実施をし、不正発生リス

クを事前に排除していく等のモニタリング体制を維持、強化していく。 

 

 


